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１．フォローアップ調査の概略
令和３年度において既に「国等(各府省庁＋独法等機関)」や「都道府県」が締結した官公需契約であって、

最低賃金の改定の影響を受ける可能性がある契約について、各府省庁や各都道府県からの契約変更の必要
性の確認の有無や変更に至ったものの有無等について、受注者に対してアンケート調査を実施
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○調査対象
最低賃金の改定の影響を受ける可能性があるものとして、以下の要件を満たす中小企業との官公需契約を対象と

してリストアップ。
【国等】 契約履行期日が10/1を跨いだ契約
【都道府県】 契約履行期日が各都道府県における最低賃金改定日を跨いだ契約

○調査対象の選定方法(国等、都道府県共通)
各機関からの提供を受けた契約リストの中から、府省庁別、都道府県別に無作為抽出（契約数100件未満の場

合は全数、100件以上の場合は件数に応じて按分）

○調査対象社数 【国等】 15,000社 【都道府県】 5,000社

○調査期間 【国等】 令和3年10月15日～11月5日
【都道府県】 令和3年11月19日～12月10日

○有効回答数 【国等】 8,175件 【都道府県】 2,596件

○回収率 【国等】 54.5% 【都道府県】 51.9%

調査方法
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２．フォローアップ調査の結果①

2

【都道府県】
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確認があったと認識

国等から契約金額の見直しが必要かの確認
あったと回答担当者が認識している件数の割合
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最低賃金付近で雇用している件数の割合

契約金額の見直しを申入れた件数の割合

契約見直し協議に応じてもらった件数の割合
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【国等(各府省庁＋独法等機関)】
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２．フォローアップ調査の結果②

協議の結果、増額変更された件数の割合

増額変更されなかった理由の説明があった
件数の割合

契約金額の変更の協議を申し出なかった理由
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申し出ても困難であると考えている

【都道府県】 【国等(各府省庁＋独法等機関)】


